
議案第２８号 

 

北本市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例の   

一部改正について 

 

 北本市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例の一部を次

のように改正する。 
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北本市長 石 津 賢 治     

 

 

北本市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例の一部

を改正する条例 

 

 北本市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例（平成１５

年条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第１号ア中「区域区分日」を「区域区分に関する都市計画が決

定され、又は当該都市計画を変更して市街化調整区域が拡張された日

（以下「区域区分日」という。）」に改め、同条第８号中「一般国道１

７号沿道」を「一般国道１７号」に改め、「店舗」の次に「のうち規則

で定める用途の建築物」を加える。 

 

   附 則 

１ この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の北本市都市計画法に基づく開発許可等の基

準に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係る開発

行為等について適用し、同日前の申請に係る開発行為等については、



なお従前の例による。 
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議案第２８号参考資料 
 

北本市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 
 

（下線は改正部分） 
現             行 改      正      案 

（法第３４条第１２号の規定により定める開発行為） 

第５条 法第３４条第１２号の規定により定める開発行為

は、次の各号に掲げるものとする。ただし、令第８条第１

項第２号ロからニまでに掲げる土地の区域における開発

行為は、この限りでない。 
⑴ 自己の居住の用に供する建築物を建築する目的で行

う開発行為で次のいずれかに該当するもの 

ア おおむね５０以上の建築物（市街化区域内に存する

ものを含む。）が連たんしている市街化調整区域内の

地域のうち、第３条第１項第１号及び第４号の基準に

適合する土地の区域（以下「既存の集落」という。）

に、区域区分日前から自己又はその親族が所有する土

地において行うもの 
 
 
 イ・ウ 略 
⑵～⑺ 略 
⑻ 一般国道１７号沿道（北本市中丸８丁目１番地先から

（法第３４条第１２号の規定により定める開発行為） 

第５条 法第３４条第１２号の規定により定める開発行為

は、次の各号に掲げるものとする。ただし、令第８条第１

項第２号ロからニまでに掲げる土地の区域における開発

行為は、この限りでない。 
⑴ 自己の居住の用に供する建築物を建築する目的で行

う開発行為で次のいずれかに該当するもの 

ア おおむね５０以上の建築物（市街化区域内に存する

ものを含む。）が連たんしている市街化調整区域内の

地域のうち、第３条第１項第１号及び第４号の基準に

適合する土地の区域（以下「既存の集落」という。）

に、区域区分に関する都市計画が決定され、又は当該

都市計画を変更して市街化調整区域が拡張された日

（以下「区域区分日」という。）前から自己又はその

親族が所有する土地において行うもの 

 イ・ウ 略 
⑵～⑺ 略 
⑻ 一般国道１７号（北本市中丸８丁目１番地先から北本
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北本市中丸８丁目３７１番地先までを除く。）に面した

土地において、主に物品販売業を営む店舗であって、法

第１８条の２の規定により定める都市計画に関する基

本的な方針の趣旨に適合する建築物を建築する目的で

行う開発行為 

⑼ 略  

市中丸８丁目３７１番地先までを除く。）に面した土地

において、主に物品販売業を営む店舗のうち規則で定め

る用途の建築物であって、法第１８条の２の規定により

定める都市計画に関する基本的な方針の趣旨に適合す

る建築物を建築する目的で行う開発行為 

⑼ 略 
 


